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要約 調査を継続的に実施する場合，総務省の世帯調査では標本の部分的な交代 (rotation sampling) が広く行われている．
一方，日本の事業所および企業調査では，導入している例は最近まで少なかった．以下は各節の要約である．

(1) 前期との差を求める場合，標本を交代するより継続する方が標本誤差は小さい．
(2) 標本の部分的な交代を導入する場合，前期との差の推定に関しては，継続標本のみを利用する方法と，すべての標本を利
用する方法があり，世帯調査では両者には大きな差はない．

(3) 現実には標本の脱落 (attrition) が発生するため，継続標本のみを利用する方法には偏りが発生しやすい．
(4) 標本調査では母集団の名簿の正確さが前提となる．世帯調査の場合は比較的正確な名簿が月次または年次で更新されてい
るため rotation sampling は有効である．他方，年次決算を導入している企業に関しては正確な名簿整備は 1年に一度し
かできない．また，事業所に関しては，経済センサスによって新設事業所が補足される 2年または 3年の間に次第に名簿
情報が劣化する．そのため，新たな名簿を用いて抽出された標本と交代する時期に「断層」が発生する．これは母集団名

簿の特性であり，現時点では，rotation sampling を利用しても断層の縮小に関しては大きな効果は期待できない．
(5) 事業所や企業に関する調査の正確性を向上させるためには，法人番号や雇用保険適用事業所の名簿情報を継続的に利用で
きるような仕組みが必要である．

1 基本的なモデル

目的は所得や消費などについて，母集団における前期の値 X0 と今期の値 X1 との差（ないし比）を推定する

ことである．まず，継続標本と固定標本の問題を簡単なモデルに基づいて考える．比較的同質な世帯を想定して，

次の仮定をおく．

(A.1) 標本サイズを nとする．母集団サイズN は非常に大きく，有限母集団修正は不要とする，

(A.2) 母集団の名簿は，いつの時点でも，おおむね正確である．

(A.3) 無回答の存在は無視できる程度に小さい．または継続標本と交代標本の間で違いはない．

(A.4) 継続標本 (i番目）における前期と今期の値 (x0i, x1i) について，以下を仮定する．

E(x0i) = X0, E(x1i) = X1, V(x0i) = V(x1i) = S2, cor(x0i, x1i) = R

異なる世帯 (i ̸= j) について (x0i, x1i)と (x0j , x1j) は独立である．

(A.5) 交代標本の前期と今期の値 (y0j , y1j)については，以下を仮定する．

E(y0j) = X0, E(y1j) = X1, V(y0j) = V(y1j) = S2

y0j と y1j は異なる世帯の観測値で，独立である．

以上の想定の下では，調査客体の負担や慣れによる記入精度の低下ないし一般の世帯との格差が発生しない限

り，継続標本の方が誤差が少ないことが示される．標本をすべて継続する場合と，すべて交代する場合の推定量

を，それぞれ

∆ =
1

n

n∑
i=1

(x1i − x0i), ∆′ =
1

n

n∑
j=1

(y1j − y0j)

とする．これらはいずれも不偏，E(∆) = E(∆′) = X1 −X0 であり，分散は次のとおりとなる．

V(∆) =
1

n

[
V(x1i) + V(x0i)− 2cov(x0i, x1i)

]
=

2

n
S2(1−R)

V(∆′) =
1

n

[
V(y1j) + V(y0j)

]
=

2

n
S2

多くの問題では R > 0が想定されるから V(∆) < V(∆′) である．継続標本のサイズを n′ = (1−R)nと小さく

すれば，V(∆) = V(∆′) となる．

1

HKPXX
テキスト ボックス
参考資料１



2 一部の標本を継続する場合の比較

標本はいずれは交代する必要があること，およびその他の理由から，多くの継続的な世帯調査では rotation

sampling が導入されている．継続標本の比率を p として，標本 nのうち継続する標本のサイズを n′ = pn，新規

（交代）標本のサイズを n′′ = (1 − p)n = n − n′ とする．この状況で，改めて継続標本のみを利用する推定量 ∆

と，交代標本を含めた推定量∆′ を次のように定義する．

∆ =
1

n′

n′∑
i=1

(x1i − x0i)， ∆′ =
n′

n
∆+

1

n
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これらはいずれも不偏で，分散は次のようになる．
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=
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(1)式と (2)式の大小関係は pと Rのみに依存する．総務省の家計調査の場合は p = 5/6 が継続だから，分散

の比 V(∆)/V(∆′) = (1−R)/p(1− pR) は表 1のとおりである．

表 1 p = 5/6 と R に対する分散の比

R 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

V(∆)/V(∆′) 1.20 1.18 1.15 1.12 1.08 1.03 0.96 0.86 0.72 0.48 0.00

筆者の経験では家計調査における前月と当月の消費支出などの相関係数は R = 0.2 から 0.5程度であり，実際に

利用されている推定量 ∆′ と，継続標本のみを用いた ∆ では分散はほとんど変わらない．家計調査の分析例は [5]

にある．また [4] には全国消費実態調査の分析が収録されている．

3 脱落標本の特性

世帯調査の場合には，脱落は，子育て，共働き，不在が多い若年単身者世帯，高齢者世帯などで調査協力が次

第に困難になる，などの要因で発生する．これらは，最初の調査開始時点においても非協力の原因となものであ

るが，標本に偏りを生じさせるため，rotation sampling は有効な解決策である．

事業所や企業の調査では，調査期間中に業績が悪化すると廃業にならないまでも調査に協力する余裕がなくな

る．財務省の法人企業統計季報における 1社あたり固定資産の変動を見ると，図 1-(1)の全規模では毎年第 1四

半期 (4–6月期)に落ち込みがあり，いわゆる「断層」が見える．1981年から 1990にかけては断層は明確に見え

ないが，このバブルの時期は例外的で，その後は断層がある．新しい名簿から法人が抽出されるまでの 1年間に

は比較的業績の好調な企業が回答を継続するために，翌年 4月からの新規法人企業との間で断層が生じるのであ

る．大規模法人のみを対象に描いた図 1-(2)ではそのような断層が小さいことからも，断層の原因の一部は説明で

きる．法人企業統計に関しては，参考文献 [2] において舟岡から一つの解決策が提示されていたが，財務情報に関

しては名簿以外の原因もあるため，最終的な結論は得られていない．断層に関する他の原因および対策について

は参考文献 [6，7，8] に記述があり，5節で簡単に触れる．

また毎月勤労統計や工業統計でも断層が発生することは，すでに [3] で指摘しているとおり，周知の現象である．

同様な例に，日本銀行の全国企業短期経済観測における中小企業の動きがある．対象企業に関する個別情報は

公開されていないが，筆者が統計調査の負担に関して聞き取りを行った企業の多くは「日本銀行の調査には優先

的に回答しています」と協力的である．したがって回答率は非常に高いが，継続的に回答できている中小企業の

業績は平均的な企業より好調であり，エコノミストもこの傾向を指摘している．

標本の脱落に対応するために，継続して回答した標本のみを用いて前期との差を評価することがあるが，一般

に，この方法には偏りがあり，しかも，偏りの大きさを客観的に評価することは困難である．ひとつの例として，
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図 1-(1) 全規模 図 1-(2) 大規模

図 1: 1社あたり固定資産（法人企業統計季報，1971–1990）

経済産業省の「商業動態統計」では，毎月の商品販売額などを調査しているが，百貨店，スーパーについては店

舗調整済（現在の名称は「既存店」）として調査月と前年同月でともに存在した事業所の数値を比較している．調

整前は前月と今月の回答事業所の販売額をそれぞれ推定して比較するものであり，エコノミストの一部からは調

整後の方が信頼できるという主張があったが，問題もある．たとえば大きな百貨店が開業して，その周囲にある

既存店の販売額が減少したときに，連続して回答した事業所の販売額は減少するが，小売業全体では増加してい

たと判断できる根拠もあった．この例のように，複数の結果を提供することが多様な利用のためには望ましい．

4 事業所または企業調査の場合

世帯調査との決定的な違いは，新設事業所に関する最新の名簿情報が入手できないことにある．従来から，旧通

商産業省の実施する工業統計調査における事業所数は，3年周期（現在は 5年の間に 2年，3年という変動）で断

層が生じることが知られている（[3]参照）．これは名簿情報を整備する事業所統計調査（後に事業所企業統計調

査，現在は経済センサス）が 3年周期で実施されていて，その間に名簿情報が古くなるからである．事業所全体

では 3年間の開業・廃業は約 15%であったが，規模，業種によってははるかに大きな変動がある．筆者が関わっ

た通商産業省の商業調査では，平成 6年から平成 9年にかけた 3年間で，神奈川県の小売業の事業所は約 6割が

開業・廃業し，名簿情報が大きく変動した例もある（この分析結果は一般には公開されていない）．

事業所が調査対象として抽出され，3年間継続的に調査するうちに業績の悪い事業所は回答を停止するため，調

査を継続するのは比較的業績のよい事業所となる．この状況は新しい名簿に基づく抽出が実行できる 3年後まで

続き，その時点で事業所あたりの支払賃金総額などに断層が発生する．

法人企業あたりの計数についても，同様な理由で 1年周期の断層が発生する．財務省の法人企業統計は四半期

調査と年次調査からなるが，毎年，新しい名簿が利用可能となる 4月から翌年の 3月にかけて業績不振の企業が

調査から脱落する傾向があり，四半期調査では 1年周期の断層が生じることが知られている．したがって世帯調

査の場合に成立した (A-2)の想定は，日本の企業・事業所調査に関しては正しくない．

事業所統計調査は昭和 23年から昭和 56年までは 3年ごとに調査され，その期間の工業統計における工場数に

は明確な「3年周期」が見えた．しかし断層の原因の大部分は零細事業所であり，出荷額の推計上は大きな問題と

はならない．このことは [3]で指摘している．昭和 56年以降の工業統計では周期が明確に見えないが，その理由

は，統計審議会の『統計行政に関する中長期構想』[1]を受けて，昭和 56年からは 5年ごとに本調査を実施し，そ

の 2年後（中間年）に簡易調査を実施することになったためである．ところで，この変更にも関わらず，毎月勤

労統計の標本の交代はしばらくの間は 3年周期のままとされていたため，必ずしも最新時点の名簿ではなかった．

その時期の断層は見えにくくなっているが，精度が高くなったわけではない．

事業所統計調査は，平成 8年の調査から企業の実態把握を充実させて「事業所・企業統計調査」と名称を変更
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し，さらに，現在では「経済センサス」に発展しているが，調査の周期は 5年（正確には基礎調査と活動調査が

あるので 2年と 3年）であることに変わりはない．

5 断層問題の解決策

一部の論者は，世帯調査で行われている標本の入れ替え（rotation sampling) を導入すれば，断層が解消される

と主張するが，正しいとは言えない．業績の悪い事業所や企業が退出する傾向は，最初の抽出に用いた母集団名

簿にある「すべての」事業所でも生じている．したがって，同じ名簿から「存続している」事業所を抽出して交

代しても，基本的な傾向は標本における継続事業所と同じである．標本の交代に伴う誤差の増大に隠れて名簿更

新時の断層が小さく見える可能性はあるが，この方法によっては，新しい事業所名簿が整備された時点で抽出さ

れる事業所との断層は解消できない．

断層問題の本質的な解決策は，年次または月次で名簿情報を更新することである．法人企業については法人番

号の利用が考えられ，さらに法人に関する税務情報が利用可能であれば，企業統計の断層問題は「部分的に」解

決できる可能性がある．しかし財務省の法人企業統計に関しては，これだけでは完全な解決ではない．断層のも

う一つの原因は，多くの法人が 3月を決算期としているため四半期ごとの仮決算と期末の決算で性格が異なるこ

とにある．結論として 1年周期でしか正確な名簿を作成できない（[6, 8]参照]）．以上から，1年以内の標本の入

れ替えは「法人企業統計の断層問題に関しては」有効な解決策とはならない．

一般の事業所については法人番号は利用できないが，代替的で有効な方法として，雇用保険適用事業所の名簿情報

の利用が考えられる．月次でこの情報が利用可能であれば，常に最新の母集団名簿を整備することになり，rotation

sampling の効果は大きいと予想される．実際，アメリカの賃金統計であるCurrent Employment Statistics (CES)

では失業保険加入事業所の名簿から約 15企業，60万事業所が対象として抽出されているため，母集団名簿の不備

を原因とする断層は大きくないと考えられる．なお，CESでは標本の脱落に対応する修正方法として “Weighted

Difference-Link and Taper” という手法が提案されているが，母集団情報が劣化しないことを想定しているため，

この方法は日本の場合には効果が期待できない．
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